
令和５年度 第５回 福島市地域公共交通活性化協議会 

 

日時：令和６年２月２１日（水）午前９時３０分〜 

会場：福島市役所７階 議会会議室 

 

次   第 

 

１  開 会 

 

２  議 事   

（１）報 告 

①令和５年度事業の経過報告 

・福島市地域公共交通利便増進実施計画策定について・・・・・・資料１ 

・パークアンドライド事業について・・・・・・・・・・・・・・資料２ 

②地域で支える交通（小さな交通）について（経過）・・・・・・・ 資料３ 

③メロディーバス（ＥＶ）の製作について・・・・・・・・・・・・資料４ 

（２）協 議 

①自治体バスの経路変更、電子決済導入に係る運賃改定について・・資料５ 

②バリアフリー基本構想検討分科会の分離独立及び 

福島市地域公共交通活性化協議会設置要綱の改正について・・・・資料６ 

③令和６年度公共交通等事業計画（案）について・・・・・・・・・資料７ 

・福島市地域公共交通利便増進実施計画の策定 

・パークアンドライド事業 

④令和６年度予算（案）について・・・・・・・・・・・・・・・・資料８ 

（３）その他 

 

３ 閉 会 

 



 

福島市地域公共交通利便増進実施計画策定について 

  

本年度の利便増進実施計画の策定業務により、利便増進事業の方向性を決めること

ができましたが、現時点では未確定な部分もあることから、引き続き関係者間で協議等

を行いながら具体的な計画を作り、利便増進実施計画としてまとめます。 

 

【概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆北信幹線軸、月の輪台幹線軸、蓬萊幹線軸について 

福島県が令和５年度に策定する「福島県地域公共交通計画」に基づき、県北圏域の広

域バス路線の旅客運送サービスの持続的提供を図るため、令和６年度に福島県が「県北

圏域地域公共交通利便増進実施計画」を作成する予定となっています。 

 県計画の対象となる広域バス路線は、大部分が福島駅を起点として周辺市町村を結

ぶ幹線となる路線ですが、その路線と重複して市域内を運行している路線バスが多数

あるため、県計画に合わせたダイヤ調整や再編等が必要となります。 

それらを確実に実施するために、本年度策定中の「福島市地域公共交通利便増進実施

計画」に県計画と整合のとれた市域路線の計画を追記します。 

 

 

 

資料１ 
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◆県利便増進計画と本市利便増進計画の関係性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆松川地区の再編について 

松川地区の再編では、医大・水原線の運行経路短縮・経路変更、乗合タクシーの導入

を検討していますが、令和７年４月に（仮称）松陵地区義務教育学校が開校することか

ら、スクールバス等の通学方法について教育委員会が地元関係者と協議しています。そ

の結果により、利用人数の増減や地元からの要望等も想定されるため、協議結果を踏ま

えた具体的な計画を作成し、計画に追記します。 

 

◆飯坂地区の再編について 

 飯坂温泉駅に発着する路線バス（湯野・飯坂小経由杉の平線、飯坂・中茂庭線）に

ついて、利用者が減少していることから乗合タクシー等への転換など、引き続き検討

します。 

 

◆計画の策定スケジュール（予定） 

・業務委託の契約     ： Ｒ６.６ 

  ・関係者協議等      ： Ｒ６.６～１０ 

  ・計画（案）の取りまとめ ： Ｒ６.１１～１２ 

  ・国認定審査等      ： Ｒ６.１２～Ｒ７．２ 
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「パークアンドライド事業」について 

 

【実施概要】  

１．実施期間  令和５年３月２５日〜１２月３日まで ※土日祝日のみ 

２．実施場所  福島市役所本庁舎 北側駐車場 

３．利用時間  午前８時３０分から午後６時まで ※受付終了：午後２時３０分 

４．駐車台数  ４０台程度 

５．利用料金  １００円／人（大人：１２歳以上） 

５０円／人（子供：６歳から１２歳未満） 

６．利用者特典 市内循環ももりんバス（１コース・２コース）が利用できる 

１日フリー乗車券 

７．R5 利用促進事業（7/22～） 

        まちなか店舗とのコラボレーション。１日フリー乗車券を、提携

店舗（８店舗）に提示すると特典が受けられる。 

        ※広告：リビング福島へ３回掲載（7/21・9/15・11/17） 

 

 

【令和５年度実施状況】 

・延べ利用者数  ：1,509 人（大人 968 人、子供 541 人）。前年度比で約 1.3 倍。 

・平均利用者数／日：18 人（8 組）/日 

 ・最多利用人数／日：147 人（52 組）/日。10 月 28 日（街なかテーマパーク） 

うち約半数（71 人）が子供と、多くの家族連れが来訪。 

 ※まちなか店舗とのコラボキャンペーン利用者数（アンケート回答数より抽出） 

          ：30 人（アンケート回答者数 143 人中） 

 

 

【令和６年度実施概要（案）】 

中心市街地の賑わいを創出するため、令和６年度も引き続きパーク＆ライド事

業を実施いたします。 

１．実施期間  令和６年３月２３日（土）〜１２月１日（日） 

２．実施内容   ①実施場所・利用時間・利用料金等は令和５年度同様 

②まちなか店舗とのコラボレーション企画 

・利用者が多い親子連れをターゲットに、飲食店を中心とした

店舗とコラボ。利用促進にむけた事業を展開。 

３．広報     SNS（Facebook/Instagram）広告の活用 

・ターゲットとなる年齢層に届けることができ、閲覧数の把握

も可能。より利用につながる広報を実施。 

資料２ 
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【パーク＆ライド利用実績】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考資料：まちなか店舗×パーク＆ライドコラボ】 
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地域で支える交通（小さな交通）について（経過） 

 

１．地域で支える交通（小さな交通）支援事業 ※令和５年度より制度開始 

＜交通計画目標②－施策 2-1 関連事業＞ 

（１）目的・・・公共交通不便地域等で移動困難者の日常生活の移動手段を確保する

ため、地域特性・移動需要等に応じて地域主体で計画する運行につ

いて、市が伴走型で支援し、市民共創により持続可能な地域内交通

構築をめざす 

（２）内容・・・運行事業経費（運送費、保険料、事務費等）の一部補助 など 

 

２．各地区の取組状況 ※当支援事業に係る事案 

（１）立子山地区（１区）・・・「ボランティア輸送」（実施中） 

・令和５年９月１日 「ボランティア輸送」の実証運行を開始 

【参考：実証運行結果】 

ボランティア運転手２人、利用会員登録者１３人 

運行実績（３ヶ月）・・・運行回数１３回，実利用人数４人 

・令和６年２月１日 本格運行を開始 

 

（２）庭坂地区（富山町会・清水町会）・・・「ボランティア輸送」（予定） 

・令和６年１月 公共交通事業者と協議 

 ・令和６年１月２９日 「庭坂地区小さな交通を考える会（運営組織）」を設立 

・令和６年４月１日 「ボランティア輸送」の実証運行開始（予定）に向け準備中 

 ※実証運行（案）の詳細は次頁参照 

 

（３）大波地区・・・「（仮称）乗用タクシー活用型区域限定運行」（検討中） 

・令和６年２月１４日 大波地区町会長会議で「乗用タクシー」を活用した区域限

定の運行事業実施に向け準備することを決定 

※今後、運営組織立上げ、関係機関との調整等を行い、実証運行に向け準備予定 

 

資料３ 
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【庭坂地区富山町会・清水町会：実証運行（案）】 

（１）運行地区の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実証運行の概要 

①実施団体：庭坂地区小さな交通を考える会 

②実証期間：６カ月（予定） 

③運行形態：ボランティア輸送（互助による輸送） ※道路運送法の許可・登録を要しない輸送 

④運行範囲：概ね片道１０ｋｍ圏内 

     （参考）南東北福島病院、西部病院、いちい庭坂店 等 

⑤利用対象：富山町会・清水町会の移動が困難な高齢者（６５歳以上）及び 

障害をお持ちの方で、利用会員登録をした方 

⑥利用方法：事前申込制、利用は一人当たり週２日まで 

利用時間は概ね８：００～１５：００ 

⑦運  賃：無料 

※ただし、一運行当たり協力金としてガソリン代等実費相当分５００円を 

利用者全員で負担 

⑧登 録 者：ボランティア運転手６人程度、利用会員登録者１１人程度 

 

（３）今後の予定 

・Ｒ６．４．１～  実証運行開始（予定） 

※実証運行結果を検証し、本格運行の有無を判断 

 

 
【参考】 
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メロディーバス（ＥＶ）の製作について（経過） 

【事業概要】 

・関連計画 

交通計画目標⑤―施策 5-2 公共交通が移動手段として選ばれる仕組みづくり 

交通計画目標⑦―施策 7-2 ゼロカーボンシティの実現に向けた環境負荷の軽減 

資料４ 
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自治体バスの経路変更及び電子決済導入に係る 

運賃の改正について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 
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１．運行経路の変更について 

道路運送法第１５条第２項に基づき、路線の休止又は廃止に係る事業計画の変更を

しようとするときは、国土交通大臣への届出が必要となりますが、道路運送法施行規

則第１５条第４項より地域公共交通会議または活性化再生法第６条に規定する協議会

における協議が調った場合は、申請期限を短縮できることから、経路変更についてご

審議いただくものです。 

 

運行経路変更の概要 

◆済生会川俣病院前に停留所を新設し、病院前にバスが発着するよう運行経路を変

更します。 

◆これまで最寄り停留所だった、「川俣町役場前」から病院まで歩く必要がなくなる

ため、通院する方の利便性が向上します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃止区間） 

起点：福島県伊達郡川俣町鶴沢川端２９先 

終点：福島県伊達郡川俣町鶴沢川端２１−１先 

   距離：50ｍ（川俣町道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃止区間 
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２．運賃改正について 

自治体バスは旧道路運送法第２１条に基づき市町村の要請で貸切事業者が行う乗合事

業（みなし４条許可）ため、運賃改正にあたっては道路運送法第９条第４項の規定に基づ

き、運賃協議会による協議が必要となります。 

本市では、道路運送法第９条第４項の規定に基づく運賃協議会として、「福島市地域公

共交通活性化協議会 協議運賃分科会」を設置しておりますので、分科会を開催し自治

体バスの運賃改定について協議を実施しました。 

 

【報告】協議運賃分科会での協議結果について 

◆道路運送法第９条第５項に基づき、地元への説明会を実施。 

   松川地区 ２月 ９日（金）１５：３０～（松川支所会議室） 

   飯野地区 ２月１３日（火）１０：００～（飯野支所会議室） 

 ◆道路運送法第９条第５項に基づき、関係事業者への意見照会を実施。 

   福島交通福島支社 

   ＪＲバス東北福島支店 

◆道路運送法第９条第４項に基づき、「協議運賃分科会」を開催し、承認。 

   １．日 時  令和６年２月１９日（月） １６：００～ 

２．場 所  福島市役所本庁舎９階 ミーティングスペース 

   ３．委 員  福島市都市政策部交通政策課 課長 宍戸 郁夫 

          有限会社カネハチタクシー 代表取締役 関口 冨美男 

東北運輸局福島運輸支局 首席運輸企画専門官 佐々木 由隆 

          福島市町内会連合会 副会長 佐藤 守 

 

【参考】運賃改正の概要 

◆ＮＯＲＵＣＡの導入により、福島交通の運賃体系と整合を図るため、運賃の改正

を行います。 

   ・初乗り運賃の値上げ（改正前）140 円 ➡（改正後）170 円（30 円増） 

   ・福島交通の路線バスが停車するバス停を中心に、全体的に 10 円～150 円 

の値上げ（全体の約９割の区間は 10 円～30 円の値上げ） 

◆定期券の割引率が上がります。 

   通勤定期券 （改正前）３割引 ➡ （改正後）４割引 

   通学定期券 （改正前）４割引 ➡ （改正後）５割引 
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バリアフリー基本構想検討分科会の分離独立について 

 

１．趣旨 

バリアフリー基本構想検討分科会は福島市地域公共交通活性化協議会の分

科会に位置付けられており、これまで分科会でバリアフリー基本構想等の協議

を行ってきたところです。 

今後、基本構想に位置付けた特定事業等の進行管理や基本構想の協議などバ

リアフリーに関する専門的な検討を行っていくため、分科会を「福島市バリア

フリー推進協議会」として分離独立させ組織を改編するものです。 

 

２．経過 

  令和５年８月２２日、バリアフリー基本構想検討分科会において報告し了

承を得る。 

 

３．構成員 

現在の分科会委員構成を継続 ※別紙委員名簿参照 

 

４．【参考】現在策定中の福島市公共サインガイドラインの内容 ※別紙参照 

 

５．今後予定される協議・検討事項（案） 

  ・バリアフリーマスタープラン及び基本構想の策定並びに変更について 

  ・バリアフリー基本構想特定事業の実施及び進行管理について 

  ・バリアフリーの推進に係る新たな施策や措置等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料６ 
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団体・機関名 役　職 氏　名 選出区分 備  考

1 高崎経済大学 地域政策学部 准教授 長野　博一 学識経験者

2 福島学院大学 福祉学部 福祉心理学科 教授 遠藤　寿海 学識経験者

3 東日本旅客鉄道 株式会社
東北本部
郡山統括センター
福島支店 副長

蓮沼　哲也 公共交通事業者

4 阿武隈急行 株式会社 代表取締役専務 新関　勝造 公共交通事業者

5 福島交通 株式会社 福島支社長 久保　彰 公共交通事業者

6 ふくこぶし福島（福島市老人クラブ連合会） 会長 鈴木　泰雄 市民の代表

7 ふくしま市女性団体連絡協議会 会長 小澤　和枝 市民の代表

8 社会福祉法人 福島市社会福祉協議会 会長 紺野　喜代志 市民の代表

9 福島市手をつなぐ親の会 理事 荒木　幸子 障がい者関連団体

10 福島市視覚障がい者福祉協会 会長 武藤　永治 障がい者関連団体

11 福島市聴覚障害者協会 会長 西山　秀幸 障がい者関連団体

12 公益財団法人 福島県障がい者スポーツ協会 書記 増子　恵美 障がい者関連団体

13 一般社団法人　福島市観光コンベンション協会
バリアフリーツアー
センター長

佐藤　由香利 障がい者関連団体

14 国土交通省 東北地方整備局 福島河川国道事務所 副所長 伊藤　英和 道路管理者

15 福島県県北建設事務所 管理課長 高橋　聡 道路管理者

16 福島県福島警察署 交通第一課長 村越　健一 都道府県警察

17 福島県福島北警察署 交通課長 鈴木　純人 都道府県警察

18 国土交通省 東北運輸局 福島運輸支局 首席運輸企画専門官 佐々木　由隆 関係行政機関

19 福島市立ふくしま支援学校 教頭 野村　茂彦 関係行政機関

20 福島市健康福祉部 部長 村田　泰一 福島市

21 福島市都市政策部 部長 森　雅彦 福島市

福島市バリアフリー推進協議会 名簿（案）
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福島市公共サインガイドライン素案の内容

■ 目的と背景 ■ ガイドラインの位置づけ

福島市公共サインガイドラインの内容

福島市公共サインガイドラインの内容

■ 公共サインとは ■ 適用範囲
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福島市公共サインガイドラインの内容

■ 整備テーマ ■ 基準例 （文字のフォント）

■ 基準例 （文字の大きさ）

視距離30m

視距離20m

視距離10m

視距離5m

視認位置

○文字の大きさは、サインの種類と設置位置によって、視距離に
応じた大きさを選択する。

300mm 角

240mm 角

120mm角

60mm 角

120mm 角

90mm 角

80ｍｍ 角

60ｍｍ 角

40ｍｍ 角

30ｍｍ 角

20ｍｍ 角

15ｍｍ 角

参考：「公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑化整備ガイドライン」
（2018年 国土交通省）
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福島市地域公共交通活性化協議会設置要綱の改正について 

 

１．趣旨 

バリアフリー基本構想検討分科会を分離独立するため、当該部分の要綱を改

正する。 

また、現行の自家用有償旅客運送制度との整合を図るため、当該部分の要綱

を改正する。 

 

２．改正概要  

本要綱第１条（目的）、第３条（所掌事務）、第４条（組織）のバリアフリー

基本構想検討分科会に関する規定を削除する。 

また、本要綱第３条（所掌事務）の有償運送に関する規定を一部改定する。 

 

３．添付資料 

資料６-２・・・「福島市地域公共交通活性化協議会設置要綱新旧対照表」 

資料 6-1 
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福島市地域公共交通活性化協議会設置要綱新旧対照表 

 

新 旧 

（目的） 

第１条 福島市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）は、

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）の規定に基づき、地域における

需要に応じた市民の生活に必要な公共交通等の旅客輸送の確保その他旅

客の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要と

なる事項に関する協議を行うとともに、地域公共交通の活性化及び再生に

関する法律（平成１９年法律第５９号。以下「活性化・再生法」という。）

第６条第１項の規定に基づき、地域内における地域旅客運送サービスの持

続可能な提供の確保並びに地域公共交通の活性化及び再生の推進に資す

るため、活性化・再生法第５条第１項の規定に基づく地域公共交通計画及

び同法第２７条の１６第１項の規定に基づく地域公共交通利便増進実施

計画の策定並びに実施に関する協議を行うため設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

（事務所） 

第２条   （略） 

 

（所掌事務） 

第３条 協議会は次に掲げる事務を所掌する。 

（１）地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等

に関すること 

（目的） 

第１条 福島市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）は、

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）の規定に基づき、地域における

需要に応じた市民の生活に必要な公共交通等の旅客輸送の確保その他旅客

の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要とな

る事項に関する協議を行うとともに、地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律（平成１９年法律第５９号。以下「活性化・再生法」という。）第

６条第１項の規定に基づき、地域内における地域旅客運送サービスの持続

可能な提供の確保並びに地域公共交通の活性化及び再生の推進に資するた

め、活性化・再生法第５条第１項の規定に基づく地域公共交通計画及び同

法第２７条の１６第１項の規定に基づく地域公共交通利便増進実施計画の

策定並びに実施に関する協議を行い、あわせて、高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号。以下「バリア

フリー法」という。） 第２４条の４第１項及び同法第２６条第１項の規定

に基づき、第２４条の２第１項の規定に基づく移動等円滑化促進方針（以

下「バリアフリーマスタープラン」という。）及び同法第２５条第１項の規

定に基づく移動等円滑化基本構想（以下「バリアフリー基本構想」という。）

の策定並びに実施に関する協議を行うため設置する。 

 

（事務所） 

第２条   （略） 

 

（所掌事務） 

第３条 協議会は次に掲げる事務を所掌する。 

（１）地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等

に関すること 

資料 6-2 
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（２）自家用有償旅客運送の必要性及び旅客から収受する対価に関する

こと 

（３）地域公共交通計画及び地域公共交通利便増進実施計画の策定並び

に変更の協議に関すること 

（４）地域公共交通計画及び地域公共交通利便増進実施計画の実施に係

る協議並びに連絡調整に関すること 

（５）地域公共交通計画及び地域公共交通利便増進実施計画に位置づけ

られた事業の実施に関すること 

（６）総合的な交通政策の推進に必要と認められる事項に関すること 

（７）その他、協議会の目的を達成するために必要なこと 

 

 

 

 

 

（組織） 

第４条 協議会の委員は、次の各号に定める者で組織し、福島市長が委嘱

する。 

（１）福島市長又はその指名する者 

（２）旅客の運送を行う鉄道事業者が指名する者 

（３）一般乗合旅客自動車運送事業者が指名する者 

（４）一般乗用（貸切）旅客自動車運送事業者が指名する者 

（５）一般旅客自動車運送事業者の組織する団体が指名する者 

（６）一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団

体が指名する者 

（７）市民又は利用者の代表 

（８）道路管理者又はその指名する者 

（９）福島県福島警察署長又はその指名する者 

（10）福島県福島北警察署長又はその指名する者 

（２）市が運営する有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関す

ること 

（３）地域公共交通計画及び地域公共交通利便増進実施計画の策定並び

に変更の協議に関すること 

（４）地域公共交通計画及び地域公共交通利便増進実施計画の実施に係

る協議並びに連絡調整に関すること 

（５）地域公共交通計画及び地域公共交通利便増進実施計画に位置づけ

られた事業の実施に関すること 

（６）総合的な交通政策の推進に必要と認められる事項に関すること 

（７）バリアフリーマスタープラン及びバリアフリー基本構想の策定並

びに変更の協議に関すること 

（８）バリアフリーマスタープラン及びバリアフリー基本構想の実施に

係る協議並びに連絡調整に関すること 

（９）その他、協議会の目的を達成するために必要なこと 

 

（組織） 

第４条 協議会の委員は、次の各号に定める者で組織し、福島市長が委嘱

する。 

（１）福島市長又はその指名する者 

（２）旅客の運送を行う鉄道事業者が指名する者 

（３）一般乗合旅客自動車運送事業者が指名する者 

（４）一般乗用（貸切）旅客自動車運送事業者が指名する者 

（５）一般旅客自動車運送事業者の組織する団体が指名する者 

（６）一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団

体が指名する者 

（７）市民又は利用者の代表 

（８）障がい者団体等の代表又はその指名する者 

（９）道路管理者又はその指名する者 

（10）福島県福島警察署長又はその指名する者 
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（11）国土交通省東北運輸局長が指名する者 

（12）福島県の関係行政機関の職員 

（13）学識経験者 

（14）福島市長が必要と認める者 

 

 

第５条から第１６条   （略） 

 

附  則  

  １ この要綱は、令和５年２月２１日から施行する。 

 

附 則 

 １ この要綱は、令和６年２月●日から施行する。 

 

 

別表（第４条関係）   （略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）福島県福島北警察署長又はその指名する者 

（12）国土交通省東北運輸局長が指名する者 

（13）福島県の関係行政機関の職員 

（14）学識経験者 

（15）福島市長が必要と認める者 

 

第５条から第１６条   （略） 

 

附 則 

 １ この要綱は、令和５年２月２１日から施行する。 

 

附 則 

                            

 

 

別表（第４条関係）   （略） 
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福島市地域公共交通活性化協議会 
令和６年度公共交通等事業計画（案）について 

 

【協議会事業】 

〇地域公共交通利便増進実施計画の策定（事業費 1,500 千円） 

令和５年度の事業として福島市地域公共交通利便増進実施計画の策定を進めて参り

ましたが、県が来年度に県北圏域の広域バス路線の再編に関する利便増進計画を策定

するため、引き続き関係者間で協議を行いながら、県計画と連携した具体的な計画を

作り、利便増進実施計画としてまとめます。 

 

 

〇パークアンドライド事業（事業費 4,000 千円） 

令和５年度に引き続き、市役所本庁舎付近にパークアンドライド駐車場を確保し、

そこから路線バスやシェアサイクルなど、車に頼らない移動手段によって街なかへ往

来できるようにすることで、中心市街地における滞在時間の増加や回遊性向上による

賑わいの創出に取り組みます。 

 また、まちなか店舗とのコラボレーション企画についても、特に利用の多かった飲

食店を中心に実施します。 

 

 

【その他事業（市事業）】 

〇地域で支える交通（小さな交通）支援事業 

地理的に公共交通が不便な地域等において、地域住民が自ら計画・運行する「小さ

な交通」に対し、アドバイザー派遣や運行に対する支援（補助等）を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料７ 
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　下記のとおり提案いたします。

令和６年度　歳入予算額 円

令和６年度　歳出予算額 円

差引 円

【歳入】

【歳出】

≪参考≫ 市費（福島市地域公共交通活性化協議会関連予算分）

5,654,000

5,654,000

0

福島市地域公共交通活性化協議会　令和６年度予算（案） 資料８

・預金利子等 1,000
　　 合　計 5,654

１　雑入 1
１　雑入 1

・福島市地域公共交通活性化協議会負担金 5,653,000
1

１　負担金 5,653
１　負担金 5,653

３　諸収入

内　　　容　(単位：円)
１　負担金補助及び交付金 5,653
款 項 目 金額(千円)

　　

× 1 人 × 1 回
× 1 人 × 1 回

× 1 人 × 2 回
× 2 人 × 2 回

　　

・振込手数料

　　

　　

・福島市への返納金
　　 合　計 5,654

1　負担金 1

2　負担金補助及び交付金

52,940

2　事業費 5,501

1

5,500

1　委託料 5,500

1　委託料

4　役務費 24
1　手数料 24

61

2　旅費

・事務用品等購入
2　印刷製本費 15 ・資料印刷
1　消耗品費

3　需用費 76

53
1　普通旅費 

款 項 目 金額(千円)

1　運営費 153

53

1,000

22,920
22,420

2,600
5,000

61,000
15,000

4,000,000

・計画関係協議：他自治体

1,250

（課長級以上）

（その他）

（課長級以上）

（その他）

22,420

1,300

・地域公共交通利便増実施計画等策定業務委託 1,500,000

5,500,000

・計画関係協議：東京都（国交省）

内　　　容　(単位：円)

22,920

・パークアンドライド事業費

24,000

・協議会委員報償
× 5 人 × 3 回

・分科会委員報償
× 2 人 × 6 回

07　報償費 216

02　その他報償 216

節 金額(千円) 内　　　容　（単位：円）

合計 216
8,000 96,000

細節

120,0008,000

216,000
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